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山谷公基
固定資産の減損に関する規定は平成 14年8月に「固定資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書J(以下.r意見書」という).同年同月に「回定資産の減損に係る会計基準J(以
下.r減損会計基準jという).及び「固定資産の減損に係る会計基準注解J(以下.r注解」と
いう)として，企業会計審議会より公表された。きらに，平成15年10月に企業会計基準適用
指針第6号「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針JC以下， r適用指針」という)が企業
会計基準委員会より公表された。そして，減損会計は平成16年4月1日以降より開始する事
業年度から実施されることになった。
「意見書」は日本の減損会計採用の必要性について「・・-不動産をはじめ固定資産の価格
や収益性が著しく低下している昨今の状況において，それらの帳簿価額が価値を過大に表示し
たまま将来に損失を繰り述べているのではないかという疑念がなされているJcr意見書」ニ)
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と述べている。米国では.2001年12月以降開始の事業年度から，米国財務会計基準書 (SFAS)
144号「長期性資産の減損又は処分の会計処理」が適用された。米国の減損会計採用の必要性
については「当時の米国では，好況時に経営者が交代した場合などに，減損処理を多額に計上
して資産を圧縮し，その後の収益性.経営成績をよくしようという意図で，減損処理が過度に
行われた傾向がありました 1)Jと論述されている。国際会計基準委員会 (IASC)においては，
198年7月より国際会計基準害 (IAS)36号「資産の減損」が企業に対して適用された。日
本と欧米とでは.減損会計の採用の必要性はそれぞれ異にするが経済がグローパル化してい
る現在の状況も踏まえ，減損会計基準も国際的に調和化して行くことになろう。
1-町は「適用指針」で取り上げられている，すなわち[設例6-設例9]の減損会計に関
する具体的適用例を取り上げ.吟味，説明している。 Vは資産の減損会計に係る諸問題につい
て検討している。 Iでは，使用価値の算出方法，それに基づく減損損失額の測定過程を図表を
用いて示している。減損会計では，割引前将来キャッシュ・フローや割引率が用いられる。そ
れらは当該資産が将来生み出すであろうキャッシュ・フローについて割引率を用いてその資産
の割引現在価値を知るために採用される。固定資産の割引現在価値を測定するために割引前将
来キャシュ・フローや割引率を用いることは，減損損失額を算定する上で，わが国では初めて，
限定的に採用されたものであり，今後会計上どのように生かされていくのか研究に値するもの
である。 Eでは共用資産を取り上げている。共用資産とは本社の建物や試験研究施設等をいう。
共用資産は資産又は資産グループを含む部門全体として機能する。共用資産について減損損失
を算定する方法としては，①共用資産を含む，より大きな単位で求める方法と②共用資産の帳
簿価額を各資産又は資産グJレープに配分後に求める方法がある。これらについて論述している。
Eでは，のれんについて取り上げている。のれんはそれ自体では，キャッシュ・フローを生ま
ない。そこで，のれんが帰属する事業部門に関連する資産又は資産グループを一体とみて，減
損損失を測定する。のれんの減損損失の算定は，先ず事業部門に属するのれんを含まない資産
グループごとに行われ，その後事業部門に属するのれんを含む，より大きな単位で行われる。
その過程が吟味，説明されている。 Nでは，リース取引を取り上げている。リース取引には，ファ
イナンス・リース取引とオペレーティング・リース取引の2つがある。ファイナンス・リース
取引のうち，所有権移転ファイナンス・リース取引のみを取り上げ吟味，説明している。 Vで
は. 1減損損失の内容に関する検討. 2取得原価回収・維持計算と時価評価に関する検討，に
ついて取り上げている。 lでは，臨時償却費・臨時損失と減損損失との関連はどうなっている
のか等について論述している。 2では，減損損失の算定は取得原価回収・維持計算に含められ
るべきであること，減損損失を有用繰越原価説とみる見方は欧米には存在しないこと，この見
方には論理に統一性がないこと等を論述している。
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I 資産又は資産グループ上に生じる減損損失額の算定方法
1 r適用指針J[設例6]における減損損失額の算定方法2)
(1)前提条件
上場会社X社の保有する資産A(取得原価1.000万円ニ以下、金額の単位は同じ，減価償却
後の残存価額 10%. 耐用年数 15年，取得から 5年経過)につき，今般，減損の兆候がみられ
たため，減損損失の認識の判定を行ったところ 割引前将来キャッシュ・フロー (680)が帳
簿価額 (700)を下回っていた。
[図表1]今後 10年間のキャッシュ・フローの見積り
年数 l 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
キャッ 80 80 70 70 60 55 50 45 40 30 
シュ・フ
ロー
経済的残存使用年数 (10年) 割引前将来キヤツ
経過後における正味売却価額 シュ・フロー総額
100 680 
当該企業及び当該資産Aに関連するデータは以下のとおり得られているものとする。
-当該資産Aに類似の資産について，保有の窟、思決定の際に用いられているハードル・レー
ト:7% 
・類似の資産の市場における平均な利回り:2.7% (税引後)
.無リスクレート:1 % 
.x社が上場している市場の期待収益率:4.5% 
.x社が上場している株式市場における株価指数の動きに対する X社株価の動きの比率を
基準としたs(ベータ)値:1.2 
.x杜の借入資本コスト :3%
-他人資本と自己資本の割合 :7・3
・当該資産の大部分をノンリコースの借入で調達した場合の利率:6.5% 
・実行税率:40% 
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(2)考え方
①当該企業における当該資産又は資産グループに固有のリスクを反映した収益力を使用
した場合
X社は，類似の資産の保有の意思決定に際して継続的にハードル・レートを用いているため，
これを基礎とし，必要な修正を加えた割引率を設定することが考えられる。
ここで，経嘗環境等の企業の外部要因に関する情報や企業が用いている内部の情報を反映し
た修正として，例えばハードル・レートについては，設定時に目標数値等が織り込まれており，
当該上積部分が2%であったとすれば，当該2%を差しヲ|いた5%を割引率として用いて使用
価値を計算することが考えられる。
使用価値=全十」」+」L7・・.+2出生=526
1.υ:> (1.05) - (1.05) - (1.05) 
減損損失額=700(帳簿価額)-526 (使用価値) =174 
②当該企業に要求される資本コストを用いた場合
資本コストを用いる場合には，借入資本コストと自己資本コストを加重平均した資本コスト
を用いることになる。この場合，借入資本コストは，前提条件から 3%である。一方自己資本
コストは，例えば資本資産評価モデル (CAPM)の考え方を採用した場合，以下のように算
定されると考えられる。
自己資本コスト率は 1% (無リスクレー ト)+1.2(s値) x [4.5% (株式市場の期待収益
率) -1 % (無リスクレート)J = 5.2%である。他人資本と自己資本の剖合は7:3であるか
ら，税引前の加重平均した資本コスト率(割引率)は， 3% (借入資本コスト率) x 70% + 
笠丘三笠竺=4.7%になると考えられる。
(1 -0.4) 
使用価値4プ 80 サ 70 寸・・・.~巴叫=534
1.U引(1.047)- (1.047) - (1.047) 
減損損失額=700(帳簿価額)-534 (使用価値) =166 
③当該資産又は資産グ、ループに類似した資産又は資産グループに固有のリスクを反映した市
場平均と考えられる合理的な収益率を用いた場合
当該資産に類似の資産の市場における平均的な利回りが入手できる場合には，これを割引率
に使うことも考えられる O この場合の割引率は， 2.7%を実行税率40%で税率前に割り戻した
4.5%を用いると考えられる。
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減損損失額二700(帳簿価額)-539 (使用価値)エ161
④当該資産又は資産グループのみを裏付けとして大部分をノンリコースの借入れで調達した
場合の利率を用いた場合
当該資産のみを裏付けとしてノンリコースの借入れで調達した場合の利率を入手することが
できる場合には，これを割引率に用いることも考えられる。
使用価値 80 ←JL-7+-4寸・・・・~旦古ヱ491
065 (1.065). (1.065) 】 (1.065)ー
減損損失額=700(~長構価額) -491 (使用価値)=209 
(以上は「適用指針J75貰-77頁からの引用である)
2 [設倒6]についての吟味
回 [設例6]上例 (2)の考え方①の場合における使用価値の算出過程と減損損失額の測定
過程等
資産Aの使用価値の算出過程《上例 (2)の考え方①の場合》は次頁の図表2のように表さ
れる。
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[図表2]資産Aの使用価値の算出過程《上倒 (2)の考え方①の場合〉
--、 l年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年資産Aの 80 80 70 70 60 55 50 45 40 30 
キャッシュー (ア)
フロー
1.05 (1.05)2 (1.05)3 (1.05)4 (1.05)5 (1.05)6 (1.05)7 (1.05)8 (1.05)9 (1.05)10 
制引率 (イ)
=1.103 =1.158 =1.216 =1.276 =1.34 =1.41 =1.48 =1.5 =1.63 
(ア)の現 76.19 72.53 60.45 57目57 47.02 41.04 35.46 30.41 25.81 18.40 
在価値
(ウ)
(ア)-;. (イ)
= (ウ)
(ア)の税 465 
在価他の合
計(ウ)の
(エ)
叡i
資産Aの使 100 
m後の正|床
(オ)
先却(オ)
の忽l
(オ)の現 61 
夜佃i他(オ)
(カ)
イ) = 
(カ)
資産Aの他 526 
用価他(エ)
(キ)+ (カ
(キ)
使用価値は465+61= 526となる。これは上述の図表2の l年目 76.19，2年目 72.53，3 
年目 60.45，4年目 57.57，5年目 47.02，6年目 41.04，7年目 35.46，8年目 30.41. 9年目
25.81， 10年目 18.40と10年目における資産Aの正味売却価額 100に対する 61の数値は割引
率を用いて使用価値算定時点に割り戻した額であるが，両者を合計したものである。なお，割
引率については後でふれる。
資産Aの減損損失額の測定過程については，次頁の図表3のごとくである。
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[図表3]資産Aの減損損失額の測定過程
(損失額
測定年度)
割
使引
用一現
価一在
値価
値
526 680 
どちらか
高い方の
価額
??????
???????
????
????????????
526 700 
不明
資産Aの売却価額はこの例では不明である。当該資産が減損損失額測定年度に売却予定でな
その時点の帳簿価額と比較される
ことになる。
資産又は資産グJレ}プの減損損失額の基本的測定方法は上述のように行われるが，その全体
的測定過程に則して言えば(1)減損の兆候の判定. (2)減損損失の認識の判定. (3)減
いからである。その場合，使用価値が回収可能価額となり，
損損失の測定の3段階で行われる O 減損の兆候の判定は資産又は資産グループについて市場価
格の著しい下落，資産の使用価値を低下させるような使用範囲又は使用方法の著しい変化等に
よって知られるが，それらが事実か否かの判定を行うことをいう。減損損失の認識の判定は資
産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較する
ことによって行う。上述の図表3によれば 帳簿価額700>割引前将来キャッシュ・フロー
680の時，減損損失の発生が認識・判定される。また，減損損失の認識の判定には，割引前将
来キャッシュ・フローの総額が判定として用いられる。減損損失を認識するかどうかを判定す
るために割引前将来キャッシユ・フローを見積る期間は，資産の経済的残存使用年数又は資
産グループ中の主要な資産の経済的残存使周年数と 20年のいずれか短い方とするとしている
(["減損会計基準」二.2. (2)参照)。ここで，主要な資産とは，資産グループの将来キャッシュ・
フロー生成能力にとって最も重要な構成資産をいう。次に，資産又は資産グループ中の主要な
資産の経済的残存使用年数が20年を超える場合には， 20年経過時点の回収可能倒翻を算定し.
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20年目までの割引前将来キャッシユ・フローの総額に加算すると指示している (i住解J(注4)
参照)。減損損失の測定とは，資産又は資産グルーフ。について帳簿価額を回収可能価楠まで減
額し，当該減少額を当期の損失と確定することをいう。ただし回収可能価額は資産又は資産
グループの正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額を指す。具体的には，減損損失額
は先述の図表3に示しているごとくである。算式で示せば次のごとくである。 174(減損損失額)
:= 700 (帳簿価額)・526(回収可能価額)。
減損損失額の会計処理は次のようになる。
(直接法)
(借)減損損失174 (貸)固定資産174
(間接法)
(借)減損損失174 (貸)固定資産減損
損失累計額
174 
将来キャッシュ・フロ}の見積りに際しては，資産又は資産グループの現在の使用状況及び
合理的な使用計画等を考慮する (i減損会計基準」二 4.(2)参照)。また，見積額は生起す
る可能性の最も高い単一の金額(最頻度)または生起しうる複数の将来キャッシュ・フローを
それぞれの確率で加重平均した金額(期待値)となる (i減損会計基準」二.4.③参照)。し
かし，一般的には，その見積額は多く将来の各年度における損益計算書の営業損益額等を想定
している。先述の図表lによればl年目 80.2年目 80.3年70.4年目 70.5年目 60・
等がそうである。これらの金額は単一の金額(最頻度)ではないからである。なお，見積額に
最頗度値や期待値が用いられるのは，固定資産の経済的残存使用年数が長期のものに適合する
であろう。
国 [践例6]の使用価値算定に用いられる割引率
[設例6Jの (2)の考え方では，①~④にわたって使用価値算定に用いられる各種の割引
率の採用を取り上げている。ここでは これらの事項を見ることにする。
使用価値算定に用いられる割引計算の方法は先述の図表2.図表3で示している通りである。
割引前将来キャッシュ・フロー額は減損損額失測定年度に割り戻さなければならない。それに
用いるのが割引率である。割引率は貨幣の時間価値を反映した税引前の利率である。仮りに，
資産又は資産グループに係る将来キャッシュ・フローに その見積値から霜離するリスクが将
来キャッシュ・フローの見積りに反映されていない場合には，割引率に反映させることになる。
分かりやすく言えば.将来キャッシュ・フローの見積りに反映させる方法と割引率に反映させ
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る方法があるということである (r減損会計基準」ニ.5参照)。一般的には，割引率に反映さ
せる方法が用いられている。また，割引率が税引前の利率でなければならないのは，将来キャッ
シュ・フロー額が税引前のものだからである。そこで，割引率に反映させる方法を採用した場
合は貨幣の時間価値と軍離のリスクの両方を反映させることになる。 (1適用指針」第45項参
照)0[設例6Jの (2)の①は割引率として，固有のリスクを反映した収益率を用いている場
合の数値を取り上げている。なお 他に3つの割引率が下記にあるのは上述による。
①の収益率とは，当該資産又は資産グループに固有のリスクを反映した率をいう。この収益
率は次のようにまとめられるであろう O 実質的収益率+固有のリスク・カバー収益率=目標
収益率(当該企業の超えるべき収益率で，ハードル・レートという)。数値にすれば，それは0.05+
0.02 = 0.07である O 逆から見れば，リスク・カパーマイナス収益率を除いた実質的収益率0.05
が正確な割引率である。この割引率を用いて使用価値は算定されることになる。
②は割引率として，資本コスト率を用いた場合を取り上げている。
②の方法は(1)の前提条件から期待収益率を求め，それを資本コスト率を求める式に代入
して資本コスト率を算定する。期待収益率と資本コスト率の算定方法は「適用指針」の (2) 
の考え方②に説明されているので，参照されたい。
期待収益率及び資本コスト率の算式は上述のごとく取り上げられているが，その意味を簡潔
に述べれば以下のごとくである O 期待収益率とは.無リスクの投資の金利率(長期の国債の利
回り)と当該株式期待所得率 (s値×株式市場の期待収益率)を合算したものである。なお、
s (ベータ)値とは上場している株式市場における全企業の株価指数の動きに対するX社株価
の動さの比率をいう。資本コスト率には，他人資本(借入金，社債)に対に対する金利(利息)
と自己資本による上述の期待収益率を得るためにかかるコスト率があり.両者を合計した数値
がここでの資本コスト率になるということである。資本コスト率が割引率となり，使用価値算
定に用いられる。
@は類似した資産の収益率を割引率として利用した場合を取り上げている。
市場における類似した土地や類似した建物のそれぞ、れの賃貸物件の平均的な利回りが入手で
きる場合には，これを割引率に利用することができる。しかし この場合割引率は類似資産の
平均的利回りを税引前に換算するために(1-0.4r実行税率J)で割り戻して利用することにな
る。この例では.4.5% (割引率)= 2.7% (平均的利回り率.;- (1 -0.4)となる。
④は当該資産又は当該資産グループのみを裏付けとして，大部分をノンリコースの借入で調
達した利率を割引率として利用した場合を取り上げている。
ノンリコースとは，借入金の返済が当該資産又は資産グループ(担保物件となる)から得ら
れる将来キャッシュ・フローの範囲内に限定されているローンのことである。この金利は金融
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機関が設定する。この金利(利率)を割引率として用いる。この率は税引前の率であるので，
実効税率を割り戻す必要はない。
なお、割引率については この「適用指針Jでは取り上げられていないが.他にリスク・フ
レート，追加借入率を利用したもの等各種のものがある。
E 共用資産の減損処理
1 r適用指針J[設例7・1]のより大きな単位で共用資産をグルーピングする方法による減
損処理方法3)
(1)前提条件
①資産グループA. B. Cの帳簿価額はそれぞれ 10.150. 210. 共用資産の|帳簿価額は
100であった。
②資産グループB. Cに減損の兆候があり，資産グループB. Cの割引前将来キャッシュ・
フローは，それぞれ160.180で、あった。また，共用資産にも減損の兆候があり，資産グループA.
B.C及び共用資産を含む，より大きな単位での割引前将来キャッシュ・フローは540であった。
③資産グループCの回収可能価額は 120であり，資産グループA. Bの回収可能価額は不明
である。共用資産を含む，より大きな単位での回収可能価額は365であった。
(2)資産グループごとの減損損失の認識の判定及び測定
資産グループBの割引前将来キャッシュ・フローはl帳簿価額を上回るため，減損損失は認識
されない。資産グループCの割引前将来キャッシュ・フローはその帳簿価額を下回っているた
め成損損失を認識すべきであると判定される。このため，資産グループCの帳簿価額210を
回収可能価額120まで減額し，減損損失90を当期の損失とする。
(3)共用資産を含む， より大きな単位での減損損失の認識の判定及び測定
共用資産にも減損の兆候があるため.共用資産を含む.より大きな単位での割引前将来キャッ
シュ・フロー 540と減損損失控除前の帳簿価額に共用資産の帳簿価額を加えた金額560を比較
し減損損失を認識するかどうかを判定する。この結果 当該割引前将来キャッシュ・フロー
はそれらの帳簿価額の合計金額を下回っているため，減損損失を認識すべきであろうと判定さ
れ，それらの回収可能価額365まで減額する O この際，減損損失195のうち，資産グループC
に係る減損損失90を控除した減損損失の増加額 105は，原則として，共用資産に配分する。
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以上をまとめると次の表のようになる。
[図表4] [段例7・1]の共用資産の減損処理方法
資産グループ 共用資産
共用
を含む，よ
A B C 小宮十
り大きな単
産資 位での資
産グループ
合計額
資産グループごとの減損損失の認識の判定及び測定
(1)帳簿価額 100 150 210 460 l∞ 560 
(2 )割引前将来キャッシュ・フロー N/A 160 180 N/A 
(3 )減損損失の認識 しない する
(4)回収可能価額、 N/A N/A 120 N/A 
(5)減損損失 N/A N/A .. 90 ..90 
(6 )資産グループごとの減損処理後の帳簿価額 100 150 120 370 100 470 
共用資産を含む.より大きな単位での減損損
失の認識の判定及び測定
(1)帳簿価額 l∞ 150 210 460 l∞ 560 
(2)割引前将来キャッシュ・フロー 540 
(3 )減損損失の認識 する
(4)回収可能価額 365 
(5) i.闘員損失 ....195 
(6 )共用資産を加えることによる減損損失増加額 ....105 
」
(N I Aは数値不明で、あることを示す)
(4)共用資産に配分される減損損失が，共用資産の帳簿価額と正味売却価額の差額を超過し
た額の各資産グループへの配分
共用資産の正味売却価額が60と把握された場合には，共用資産に配分される減損損失105は，
共用資産の帳簿価額 100と正味売却価額 60の差額 40を超過することが明らかであるため，当
該超過額65(= 105・40) を合理的な基準により各資産グループに配分する。この場合，各資
産グループ。の帳簿価額に基づいて比例配分すると，各資産グループへの配分額及び配分後の帳
簿価額は，次頁のようになる。
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[図表5]共用資産からの減損損失額 [-105・(-40)= -65]を資産グループA，8， Cに配分する
--也『町-ー -ー 各資産グループへの配分額 配分後の帳簿価額
資産グループA 企 65x (100 + 370) 企 18 100-18 = 82 
資産グループB . 65 x (150 + 370) 企 26 150-26 = 124 
資産グループC 企 65x (120 + 370) 企 21 120-21 = 9 
この場合，資産グループCの回収可能価額120を下回らないよう以下のように資産グループ
A及びBに配分することができると考えられる。
[図表6]上配圃65を回収可能価額不能な資産グループA，8に配分する
』各資産グループへの配分額 |配分後の帳簿価額
資産グループA . 65 x (100 + 210) 企 26
資産グループB 1. 65 x (150ム 250) 企 39
(以上は「適用指針J78頁-79頁からの引用である)
100-26 = 74 
150-39 = 11 
2 r適用指針J[設例7-2]共用資産の帳簿価額を各資産又は資産グループに配分する減損
処理方法4)
(1)前提条件
資産グループA，B. Cの帳簿価額は，それぞれ10.150. 210.共用資産の帳簿価額は
100であった。共用資産の帳簿価額を各資産グループに配分する配賦割合は.それぞれ20%.
30%. 50%であった。
(2)各資産グループへの配分
共用資産の帳簿価額を配賦割合に基づき配分すると.配分後の資産グループA.B. Cの帳
簿価額は，それぞ、れ120.180. 260となる。ここで配分後の資産グループB.Cに減損の兆候
があった。
(3)資産グループごとの減損損失の認識の判定及び測定
ここで共用資産の帳簿価額配分後の資産グループB.Cの割引前将来キャッシュ・フローは，
それぞれ170.210であった。したがって.資産グループB.Cの割引前将来キャッシュ・フロー
は，その帳簿価額を下回っているため.減損損失を認識するべきであると判定される。
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次に，共用資産配分後の資産グループB，Cの回収可能価額が，それぞれ100，140であっ
た場合，資産グループB，Cの帳簿価額をそれぞれの回収可能価額まで・減額し，減損損失を当
期の損失とする。
以上をまとめると次の表のようになる O
[図表7] [設例7・2]の共用資産の減損処理方法
資産グループ A B C 小計 共用資産 合計
(1)帳簿価額 100 150 210 460 I 100 560 
(2 )共用資産の帳簿価額の配分 20 30 50 100 企 100 。
(3 )共用資産の帳簿価額の配分後の帳簿価額 120 180 260 560 O 560 
(4 )割引前将来キャッシュ・フロー N/A 170 210 N/A 
(5 )減損損失の認識 する する
(6 )回収可能価額 100 140 N/A 
ドiA80 企 120 A200 (8 )資産グルー プごとの減損処理後の帳簿価額 100 140 360 一
共用資産の帳簿価額を各資産又は資産グループに配分する方法を採用した場合，翌期以降の
会計期間においても同じ方法を採用する必要がある。そのため，ここでは帳簿価額に基づき，
減損損失を資産グループと共用資産に配分するものとする。この結果，以下のように資産グルー
プBに67，資産グループCに97，共用資産に 36が配分される。
以上をまとめると以下の表のようになる。
[図表8]減損損失額の資産グループと共用資産への配分
減損損失 資産グル プへの配分 共用資産への配分
共用資産配分後の資産グループB "'80 企 67 企 13
共用資産配分後の資産グループC 企 120 企 97 企 23 」
合計 "'200 A36 
(以上は「適用指針J80頁-81頁からの引用である)
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3 [股例7・1]. [股例7・2]についての吟味
回 [践例ア・ 1]についての吟味
減損処理は個々の資産について行うのが通常である。しかし複数の資産が一体となって独
立したキャッシュ・フローを生み出す場合には.減損損失を認識するかどうかの判定及び減損
損失の測定に際して，合理的な範囲で資産のグルーピングを行う必要がある。また，資産のグ
ルーピングに際しては，他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立した
キャッシュ・フローを生み出す最小の単位で行うこととする (1意見書J四.2. (6)①参照)。
資産のグルーピングに際しては，共用資産との関連が取り上げられる。共用資産とは，複
数の資産又は資産グループの将来キャッシュ・フローの生成に寄与する資産のうち，のれん以
外のものを呼んでいる。例えば全体的な将来キャッシュ・フローの生成に寄与する本社の建
物や試験研究施設が該当するが全社的な資産でなくても 複数の資産又は資産グループを含
む部門全体のキャッシュ・フローの生成に寄与している資産は，当該部門の共用資産となる(1意
見書」四.2. (7)①参照)。
資産のグルーピングと共用資産とに関する減損損失の処理については，大きく分けて2つ
の方法がある。 lつ目の方法は[設例7・1]の方法であり.2つ目の方法は[設例7・2]である。
[設例7同 1]の方法はまず先述の図表4によると①資産グループごとの減損損失の認識の判
定及び測定を行い，次に②共用資産を含む，より大きな単位での減損損失の認識の判定及び測
定を行う。さらに③として，②から生じた減損損失額マイナス①より生じた減損損失額を差し
ヲ|いた額が共用資産に生じる減損損失額 [-195-(-90) = -105]となる。図表4に基づき，先述
の図表5.6を加味して作成した図表が次頁の[1つ目の方法]である。この図表には，図表5.
6による超過した減損損失額の各資産への配分額と共用資産への配分額，さらに最終修正後の
帳簿価額が追加・計上されている。なお 最終修正後の帳簿価額が以後の数値となる。
以上をまとめると次頁の表のようになる。
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[ 1つ目の方法]共用資産を含む，より大きな単位での減損損失の処理と最終帳簿価額
資産グ 原始帳簿 資産グ 左記減損 超過した減損損失額の各資産 最終修正後の帳
jレー ブ 価額 ループ別 損失額算 への配分と共用資産分 簿価額
の減損損 定後の帳
失額 簿価額
A 100 O 100 企 65x (100 7 210) 出企26 74 
B 150 O 150 企 65x (100 7 250) 企 39 111 
C 210 企 90 120 O 120 (回収可能価額)
共用 100 O 100 60 (正味売却価額)-100 60 (正味売却価額)
資産 (原始l帳簿価額)口A40
l合計 560 企 90 470 A 105 365 
国 [設'OlJ7圃 2]についての吟味
先述したように，資産のグルーピングと共用資産とに関する減損損失の処理については. 2 
つの方法があった。その2つ目の方法による作成が[設例7-2]である。
まず，①共用資産の帳簿価額が各資産グループの帳簿価額の上に合理的な配分割合を用いて
割り振られ，各資産グループごとの金額が求められ，合計される。次に②として上記の①と割
引前将来キャッシュ・フローに基づいて減損損失の発生の認識が確認され，あわせて回収可能
価額と比較して減損損失額 [-80+(-120) = -20]の測定が行われる。このことが先述の図表
7に示されている O 先述の図表8を加味して作成した図表が次頁の [2つ日の方法]である O
この図表には.減損損失額の資産グループB.C への配分額と共用資産への配分額，さらに最
終修正後の帳簿価額が追加・計上されている。なお.以降の資産の評価は最終修正後の帳簿価
額による。
この2つ目の方法は共用資産のl帳簿価額を各資産又は資産クソレープに配分して計上するもの
である。
以上をまとめると次頁の表のようになる。
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[2つ目の方法]資産グループごとの減損損失の処理と最終帳簿価額
資産グ 原始帳 共用資産 回収可 当期の j成損損失額の資産グループへの 最終修正後
lレー フ. 簿価額 の帳簿価 能価額 減損損 配分額と共用資産への配分額 の帳簿価額
額の配分 失額
後の帳簿
価額
A 100 120 100 
B 150 180 100 企 80 企 80x (150 -7 180) 企 67 83 
C 210 260 140 ..120 企 120x (210 -0-260) 企 97 113 
共用 100 O ぬ 80x (30 -7 180) ニ..13 64 
資産 企 120x (50 -7 260) =.. 23 
合計 560 560 240 企 200 企 200 360 
lつ自の方法と 2つ自の方法のうちどちらの方法を採用するかによって，減mの兆候の判定，
減損損失の認識の判定，減損損失の測定する時聞が輿なり，また会計処理も異なってくること
になる。算定する上において. 2つ自の方法は共用資産の帳簿価額を各資産グループに一定の
割合を用いて割り振りすることになるが，合理的な割合率を見い出すことは一般的には間離に
つきまとわれるいうととが言われている(，意見書」四.2. (7)②参照)。以上のことから 1
つ自の方法が妥当であると考えられる O
E のれんの減損処理
1 r適用指針J[設例8]のより大きな単位でのれんをグルーピングする方法による減損処理
方法5)
(1)前提条件
①のれんを認識した取引において事業 Iと事業Eが取得されており，のれんの帳簿価額は
200.のれんが認識された時点の事業1.事業Eの時価はそれぞれ450.670であった。事業I
と事業Eは内部管理上独立した業績報告が行われている O
②事業Iに属する資産グループA.B. Cの帳簿価額は，それぞれ10.200. 120であった。
③事業Iに属する資産グループA.B. Cに減損の兆候があり これらの割引前将来キャッ
シュ・フローはそれぞれ130.210. 100であった。事業 Iに属するのれんを含む，より大きな
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単位での割引前将来キャッシュ・フローは440であった。
④事業Iに属する資産グループA，B， Cの回収可能価額は，それぞれ120，190， 70，事
業Iに属するのれんを含む，より大きな単位での回収可能価額は380であった。
(2 )のれんの帳簿価額の分割
のれんの帳簿価額をのれんが認識された時点の事業1.事業Eの時価の比率で分割し，事業
Iに配分されるのれんの帳簿価額は 80(200 x .4.5~J，事業 E に配分されるのれんの帳簿価額
1，120 
は 120(200X器)となる。事業 Iに配分されたのれんに減損の兆候カ恥た。
(3 )事業Iに属する資産グループごとの減損損失の認識の判定及ぴ測定
資産グループAとBの割引前将来キャッシュ・フローはそれぞれの帳簿価額を上回るため，
減損損失は認識されない。資産グループCの割引前将来キャッシュ・フローは，その帳簿価額
を下回っているため，減損損失を認識すべきであると判定される。このため，資産グループC
の帳簿価額120を回収可能価額70まで減額し，減損損失50を当期損失とする。
(4)事業Iに属するのれんを含む，より大きな単位での減損損失の認識の判定及ぴ測定
事業 Iに属するのれんを含む.より大きな単位にも減損の兆候があるため，当該単位での割
引前将来キャッシュ・フロー440と減損損失控除前の帳簿価額にのれんの帳簿価額を加えた金
額500を比較し減損損失を認識するかどうか判定する。この結果，当該割引前将来キャッシュ・
フローは，それらの帳簿価額の合計金額を下回っているため.減損損失を認識すべきであると
判定され，それらの回収可能価額380まで減額する。この際.減損損失120のうち，資産グルー
プCに係る減損損失50を控除した減損損失の増加額70は原則として，のれんに配分する。
以上 (3)，(4)の事項をまとめると次頁の表のようになる。
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[図表9]のれんの減損処理方法
資産グJレー プ A B C 小計 のれん のれんを
含む，よ
り大きな
単位での
資産グjレ
ープ合計
額
事業Iに属する資産グループごとの
減損損失の認識の判定及び測定
(1)帳簿価額 100 200 120 420 80 500 
(2 )制引前将来キャッシュ・フロー 130 210 100 440 
(3 )減損損失の認識 しない しない する
(4 )回収可能価額 120 190 70 380 
(5 )減損損失 N/A N/A 企 50 企 50
( 6)資産グループごとの減損処理 100 200 70 370 80 450 
後の帳簿価額
事業Iに属するのれんを含む，より
大きな単位での減損損失の認識の判
定及びiJ!IJ定
(1)帳簿価額 100 200 120 420 80 500 
(2)割引前将来キャッシュ・フロー 440 
(3 )減損損失の認識 する
(4 )回収可能価額 380 
(5 )減損損失 企 120
( 6)のれんを加えることによる減 企 70
損損失増加額
(7 )資産グループごとの減損処理 100 200 70 370 80 450 
後の帳簿価額
(8 )のれんに係る減損損失 企 70 企 70
(9 )減損処理後の帳簿価額 100 200 70 370 10 380 
(以上は「適用指針J82頁-83頁からの引用である)
一一資産の減t員会計一一 553 
2 [腫倒8]についての吟味
のれんには，企業を買収・合併・連絡する際に発生する営業機と連結調整勘定がある。のれ
んはそれ自体では，将来キャッシュ・フローを生まない。共用資産と同じである。すなわち，
個別資産としてののれんの使用価値は算定できない。それ故に，のれんが帰属する事業部門に
関連するそれぞれの資産又は資産グループにのれんを加えたより大きな単位で使用価値を算定
し，それに基づいて減損損失を認識するかどうかの判定をすることになる。先述した前提条件
(3 )と (4)をまとめた先述の図表9について， 1意見書」は『より大きな単位でグルーピン
グを行う方法を採用した場合の会計処理』と題して次のように述べている。(イ)として， 1の
れんに関して， より大きな単位でグルーピングを行う場合には，減損の兆候の把握，減損損失
を認識するかどうかの判定及び減損損失の測定は，先ず，のれんを含まない資産グループごと
に行い，その後，のれんを含む，より大きな単位で行うことになるJ(1意見書」四， 2， (8) 
③)と。(ロ)として，さらにくわしく「また.のれんを含む，より大きな単位でグルーピン
グを行う場合には，のれんを含まない各資産グループにおいて算定された減損損失控除前の帳
簿価額にのれんの帳簿価額を加えた金額と，割引前将来キャッシュ・フローの総額とを比較す
ることによって，減損損失を認識するかどうかを判定する。その結果，減損損失を認識するこ
とになった場合には，当該判定単位の超過収益力がもはや失われてしまっていると考えられる
ため.のれんを加えることによって算定される減損損失の増加額は，原則として，のれんに配
分するJ(，意見書J四， 2， (8)，③)と。これを図表9に当てはめて見てみると次のように
なる。それは(a)減損の兆候の判定→帳簿価額500>割引前将来キャッシュ・フロー 440，(b) 
減損損失の認識の判定→帳簿価額500>回収可能価額380，(c)のれんの減損損失の測定額
→-120ー(-50) =ー 70である。(c )については，先述の (4)による。
U リース資産の減損処理
1 r適用指針J[設例9]のリース取引により使用している資産を含む資産グループに関する
減損処理とその吟味6)
(1)前提条件
A社は小売業を営んでおり， x庖自ilがlつの資産グループになるものとする。今般，減損の
兆候がみられたため，減損損失の認織の判定及び測定を行う。当該X庖舗の土地，建物(主要
な資産とする)及び什器備品を所有している場合には，これらの帳簿価額は.それぞれ300，
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50. 200とし当該資産グループの割引前将来キャッシュ・フローは900. 回収可能価額は
640とする。また，土地の正味売却価額は300とする。
(2)考え方
X庖舗の土地，建物及び什器備品を所有している場合
当該資産グループの割引前将来キャッシュ・フローは，その帳簿価額合計を下回っているた
め，減損損失そ認識すると判定される。このため，当該資産グループのl帳簿価額合計1.00を
回収可能価額640まで減額し.減損360を当期の損失とする。また 土地の正味売却価額は
300と把握各れており，当該正味売却価額を下回る結果とならないように，建物と什器市i印1に，
これらの帳簿価額に基づいて減損損失を配分することとする。これらをまとめると以下のよう
になる。
資産ク'ルー プ 土地 建物 什器備品 合計
帳簿価額 300 500 200 1.000 
割引前将来キャッシュ・フロー 900 
i成損損失の認識
回収可能価額 640 
減損損失 N/A 企 257 企 103
減損処理後の帳簿価額 300 243 97 640 
(以上は「適用指針J84頁からの引用である)
この[設例9]の本文には.考え方として①，②，③の問題が論述されている。本稿で取り
上げているのは，本論文の制限量の関係で①だけであり 従って①のみを吟味の対象としてい
る。リース取引には，ファイナンス・リース取引とオベレーテイング・リース取引の2つがあ
る。ファイナンス・リース取引はリース資産の所有権が借手に移転すると認められる取引，い
わゆる所有権移転ファイナンス・リース取引と②としてのそれ以外のファイナンス・リース取
引，すなわち所有権移転外ファイナンス・リース取引に分類される。ファイナンス・リース取
引は両者とも減損会計の対象となる。本稿では，前者のみを つまりファイナンス・リース取
引で最も基本的な問題と考えられる①を取り上げている。なお.③のオベレーティング・リー
ス取引によるリース資産は減損会計の対象にはならない。
①の問題は上で述べたように所有権移転ファイナンス・リース取引である。土地，建物.什
器備品の各資産はX庖舗の所有となり，貸借対照表に記載され，減価償却も行われることにな
る。従って，減損会計が実施されることになる。土地は帳簿価額300 現時点の正味売却価額
一一資産の減損会計一一 555 
は300であるので，減損会計の対象資産にならない。減損損失額は(割引前将来キャッシュ・
フロー)900-(回収可能価額)640 = (減損損失)360となる。この 360を建物と什器備品に
500 
割り握ることになる。建物は 360Xー一一一・=257，什器備品は 360X石Z五E=103となる。
500+200 
V 資産の減損会計に係る諸問題
1 減損損失の内容に関する検討
減損損失が計上される資産は固定資産を対象とする。それは有形固定資産である土地，建物.
機械等，無形固定資産である特許権、営業権等，その他の資産である子会社株式投資不動産
等である。「金融資産に係る会計基準」に定める金融資産， i税効果会計に係る会計基準」に定
める繰延税金資産， i研究開発費に係る会計基準」に定める市場販売目的のソフト・ウェア等
は固定資産であっても減損会計の対象から除かれる。なお，減損の兆候の判定，減損損失の認
識の判定及び測定に当たっては，通常資産のグJレーピングが行われることになる。固定資産は
グループを組んで機能しているからであり，機能の善し悪しによって減損の兆候の判定，減損
損失の認識の判定及び測定の判断がくだされることになる。従って，減損会計の対象は資産(固
定資産のこと)又は資産グループである。資産の価値をこのように.資産の有機的組織の側面
から，つまり資産グループ等の成果としてとらえるのは今までにない独特の見解である。
資産又は資産グループの減損の兆候については，次の如くである。①これら(資産又は資産
グループ，以下同)が使用されている営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フローが継続
してマイナスになっているあるいは継続してマイナスになる見込みがある場合である。②これ
らの使用状況が収益を上げられない方向に著しく変化している。例えば，事業の廃止や再編成，
早期の処分，用途の変更，遊休等の場合である。③これらを使用している事業が著しく悪化し
た，また悪化する見込みのある場合である。④これらの市場価格が著しく下落した場合である
(i減損会計基準」二， 1参照)。
従来の会計学における固定資産評価減の原因と処理については，次の如くである。①新技術
の発明等により当該資産価値が著しく低下した場合，取得原価の価値低下部分だけ資産金額を
切り下げる臨時償却が行われている。②災害や事故等によって当該資産の実体が減失した場
合.その減失部分の取得原価に対応する金額だけ資産金額を切り下げる評価減，すなわち臨時
損失の計上が行われている。
減損の兆候は上述したように固定資産のみならず資産グループにも生じる。また，減損損失
額は固定資産又は資産グループの経済的残存使用年数から生じる全将来キャッシュ・フローを
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現在価値に引き戻した額 いわゆる使用価値(あるいは正味売却価額のうちどちらか)を帳簿
価額から差しヲ|いた差額損である。臨時償却費や臨時損失額は当該固定資産の取得原価の低下
部分や減失部分をいう。減損損失額と臨時償却費・臨時損失額とはその処理の原理を別にして
いる O すなわち，両者の決定的に異なる点は 減損損失額が将来の減損発生の兆候を考慮に入
れて算出している点であり，臨時償却は現在，実際に発生している損失を計上している点であ
る。
上述から分かるように.滅損の兆候と臨時償却等の発生原因は多く重複している。減損損失
は主に将来キャッシュ・フローの低下による損失の増大，臨時償却費等は費用・損失の増大を
もたらすミとにより，どちらも収議獲得能力の低下を結果する。また，帳簿価額から使用価値
(ここでは，正味売却価額が低いとする)を差しヲ|いた減損損失額には，将来キャッシュ・フロー
から割り引きされ求められた使用価値に基づいた減損損失額そのものと，帳簿価額の減価から
生じる臨時償却費や臨時損失額をある時点では含んでいる。減損損失額の総額の中には，減損
損失額と臨時償却費等が混在しているのである。しかも 両者を区分することは必要でない。
辻山栄子教授は「減価償却とは.固定資産の取得原価を当該資産の耐用年数の聞に規則的に費
用配分する手続きである・・臨時償却は投資の回収性とは必ずしも対応せずに行われる手
続きである点で，減損処理とは異なっている 0 ・・.i成損処理とは，本来，投資期間全体を通
じた投資額の回収可能性を評価し，投資額に対する回収可能性が見込めなくなった時点で.将
来に損失を繰り越さないために，帳簿価額を減額する会計処理であるわ」と述ぺている。この
ように，減損損失と臨時償却費は異なっているということである O しかし辻山教授は減損損
失と臨時償却費等との関連について，座談会の中で「ある時点で切ったときに，簿価を使用価
値あるいは回収可能価額と比べてみると その差額の中には減損と減価償却の修正が混在して
しまうことになるわけで それを区分することはなかなか難しい上に 減価償却について遡及
修正を求めていない日本の現行制度の中では，区分しでもほとんど意味がないということで，
今回の基準では，結果として，その差額を一括して減損損失と呼ぶという結論になっているわ
けですね川」と述べている。上述のように 差額損失の中には，両者が混在している場合もあ
るが，一括して減損描失として処理すべきであるとしている。先にも述べたように，両者はそ
の処理の原理・原則を異にしているということである。これについては，結論を次のVの2で
述べている。なお， 1意見書Jでは，減損損失を認識するかどうかの判定は減価償却の見直し
に先立って行う (1意見書j四， 2， (2)参照)とととしている。
「意見守rJによれば「減損処理は，本来投資期間全体を通じた投資額の回収可能性を評価し，
投資額の回収額が見込めなくなった時点で.将来に繰り延べないために帳簿価額を減額する会
計処理と考えられるから 期末の回収可能性に照らして見直すだけでは，収益性の低下による
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減損損失を正しく認識することができない。J(1意見書」三.3)と論じている。その理由の①
として.1帳簿価額の回収が見込めない場合であっても.過年度の回収額を考慮すれば投資期
間全体を通じた投資額の回収が見込める場合がありJ.また②として 「過年度の減価償却など
を修正したときには，修正後の帳簿価額の回収額が見込める場合もあり得るからであるJ(1意
見書」三.3)Jと論じている。①については，減損損失額計上時点までは過年度に当たるので，
将来キャッシュ・フロー概念は採用できない。しかし，計上時点にはその後の経済的残存使用
年数から生じる割引前将来キャッシュ・フロ}に基づく割引現在価値は採用できる。過年度の
原価に基づく固定資産等からの営業損益額等は全体として確定しているが，それらの額を特定
固定資産に割り振りすることは企業によっては困難である。また，固定資産に耐用年数の初年
度から，割引現在価値を全年度にわたって採用するととは原価主義会計システムに異なる会計
システムを取り入れることになり問題である。②については，臨時償却費を計上することによっ
て，残存価額・耐周年数・減価償却累計額に変更をもたらすが，その結果投資額が回収され得
る場合があり.その時は減損損失は計上されないということである。臨時償却費は個別に計上
され得るが減損会計では，将来キャッシュ・フローの算定もあわせて考慮されることになる。「適
用指針」の中には①について設例がないので，今後取り入れるべきである。また，文章の中の
過年度の回収額とは何か投資期間全体を通じた回収額とは何か判然としないところがある。
減損の兆候の中に④として「資産又は資産グループの市場価格が著しく下落したことJ(I減
損会計基準」二.1.④)という文言がある。例えば，昭和52年にA企業が事業用目的土地を
取得原価 1.000で購入した。平成 15年には，その土地が市場価額で400になった。そこでA
企業は減損損失600を計上する ζととした。現時点では，税務上認定されるためには.販売用
地に振り替える等の手続きが他に必要である。市場官lIi格が著しく下落するとは，帳簿価額から
50%程度以上下落した場合が当てはまる。しかし.50%程度以上下落していなくても，処分が
予電されている資産で.市場価格の下落により，減損が生じている可能性が高いと見込まれる
ときのように，状況に応じ個々の企業において判断することが必要なときがある (1適用指針J
89項参照)。
著しい価格下落に際して，将来キャッシュ・フローに基づく価値ではなく，市場価格を用い
る理由は以下のごとくである。将来キャッシユ・フローに基づく価値の計算は，企業にとって
過大な負担となる恐れがあるので市場価格を用いるということである。また，当該企業所有の
資産に類する同種資産に対する市場価格は平均的期待で決まる平均価格であるので.当該企業
の投資資産の価値とはわずかな下落で、は連動しない。しかし苦しく下落している企業の当該
資産と市場の同種資産については同傾向にあるのは間違いない。そこで.同種資産が50%以
上下落した場合，それに応じて当該資産の投資価値を引き下げることとするというのである
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(f適用指針J89項参照)。以上から，減損会計に言う著しい市場価格の下落の場合，市場価格
を用いる大なる理由について. 1つを上げるとすれば.将来キャッシユ・フローに基づく価値
はその算定過程に多大の困難を伴うということである。このことから代替的に下落した市場価
格を用いることが許容されている。減損損失の算定の仕方に将来キャッシュ・フローに依存し
ない方法があるということである。ただし，その実行については，条件として市場価格の問彼
の可能性がないということである。市場価格を用いることについては，将来キャッシュ・フロー
に基づく主観的価値(これについては，後でふれる)よりも客観性の高い減損損失額になると
考えられる。この場合、棚却資産の低価主義採用における評価額の計上方法に頬似する。
正味売却価額には. 2つの時点のものが存在する o 1つは回収可能価傾として正l味ぅ日;[1価額
を用いる場合である。それは減損損失額を算定する時点の正味売却価額のことである。 2つは
回収可能価額として使用価値を用いる場合，使用価値を求めるために，主要な資産の続消的残
存使周年数到来時点の正味売却価額が必要となる。すなわち.f:れは固定資産の耐m年数最終
年度の正味売却価額(残存価額等)のことである。ととで，問題とするのは前者のiEI味売却価
額のことである。なお.正味売却価額は固定資産の売却価額から処分費用見込棺iを抑除した額
である。固定資産の継続を前提とする限り.使用価値が正味売却価額より向いのが一般的であ
る。しかしある論者は「例えば，小売業等においである店舗が不採算であっても.その地域
への競合相手の進出を防止し他庖舗の収益を維持するために使用価値が正味光却価額より低
くとも営業等を継続する場合もあります。したがって，固定資産を処分する予定がない場合で
あっても，正味売却価額を回収可能価額として使用することもあり得ますが.なぜ使川官lIi1tiよ
りも正味売却価額が高いのかということについて，合理的な理由が必要であると忠われますリ)J
と論じている。大規模小売業等では 他の理由として 固定設備資産の所有割合の向度化が進
んで、いる。そこでは，固定設備資産の正味売却価額が使用価値よりも高くても.ただらに売却
処分は出来ない状況にある。莫大な固定設備資産を他に転用したり，他資本を取り入れて継続
したか縮小化することが一般に行われている。この場合，帳簿価額と正味売却l価額との差額
は評価損勘定等とも考えられるが，減損会計が導入されているので，減損損失勘定がj日いられ
る。しかし採用理由は明らかでなければならない。
2 取得原価回収・維持計算と時価評価に関する検討
取得原価回収・維持計算とは，投下した資本額に，当該年度に損失・費用が算出きれる時.
利益・収益からその部分を投下した資本額の範囲内で回収し，維持し，当期利益を算定するこ
とを言う。このことは原価主義会計システムを別の側箇(資本の回収の側面)から言ったもの
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である。すなわち，例えば事業用固定資産上に発生した減損損失は事業用固定資産の取得原価
マイナスその値下がり時価であるので，収益等からの回収額は取得原価までである。このこと
は低価主義における評価損についても同じである。「意見書」は「しかし事業用の固定資産
であっても，その収益性が当初の予想よりも低下し，資産の回収可能性を帳簿価額に反映させ
ねばならない場合がある。このような場合における減損処理は，棚卸資産の評価減，固定資産
の物理的な減失による臨時損失ヤ耐用年数の短縮に伴う臨時損失等と同様に.事業用資産の過
大な帳簿価額を減額し，将来に損失を繰り延べないために行われる会計処理と考えることが適
当である。JCf意見書」三，1)と論述している。これは事業用の固定資産について，決算時当
該年度に固定資産上に発生した減損損失額を含まない有用な繰越原価を利害関係者に表示すべ
きだという主旨から論述されたものである。利害関係者に対して有用な繰越原価を表示するべ
きと言うならば，例えば固定資産上に生じている未実現利益についても考慮するべきであろう。
しかし，そのようにはなっていない。有用繰越原価説は固定資産の値上がりには用いないので
あるから，論理に統一性がない。減損会計は取得原価回収・維持計算として把握した方が論理
的に一貫している O 欧米では，減損会計は有用繰越原価説には立脚していない。
原価主義会計システムでは，損益計算書は収益(原価ト費用(原価)=当期利益(原価)であり，
貸借対照表は資産(原価)ー負債(原価)ー期首資本(原価)士当期利益(原価)と表示される。
時価主義会計システムでは，損益計算書は収益(時価)ー費用(時価)=当期利益(時価)であり，
貸借対照表は資産(時価)ー負債(時価)ー期首資本(時価) =当期利益(時価)と表示される。
原価主義会計システムと時価主義会計システムは当期利益算定を会計目的とする。なお，時価
主義会計システムであれば.例えば使用する特定の資産については，その耐用年数期間にわたっ
て同じ時価評価が継続して用いらねばならない。他の項目についても同じ条件である。そして.
当期利益の数値は，両者では当然異なる。時価主義会計システムと時価評価とは，意味は同じ
ではない。時価評価を原価主義会計システムの中に取り入れるととが可能である。減損損失の
算入等がそれに当てはまる。当該資産について，時価評価が原価評価を下回っている場合であ
る。時価評価が原価評価を上回っている場合，このシステムには取り入れない。減損会計は原
価内修正主義会計である。そして，原価内修正主義会計は原価主義会計システムの中に包含さ
れる。さらに，原価内修正主義会計の計算は取得原価回収・維持計算といえる O 原価主義会計
システムに減損会計が包含される大きな理由は次のような観点にある。例えば， 1つの事業用
固定資産の経済的残存使周年数が10年間であるとし 4年間経過した時点で，当該資産の将
来キャッシュ・フロー獲得能力が帳簿価額を下回る時，減損損失が結果として測定される。こ
の場合. 4年間は当該資産を取得原価で評価し， 5年目にあっては使用価値(割引現在価値・
時価)で評価する。このように. 1つの事業用固定資産をその経済的残存使周年数の中で取得
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原価で評価したり.使用価値(割引現在価値・時価)等で評価したりすることが条件付きで許
容されるところに，原価主義会計システムの特徴がある。 Vのlで取り上げた辻山教授の臨時
償却等の費用を含めて減損損失とする見解は上述したところからきていると考えられる。この
見方は原価主義会計システムの枠内のものだからである。
減損会計で用いられる時価評価には，回収可能価額，正味売却価額，使用価値がある。回収
可能価額は先述したように資産又は資産グループの正味売却価額と使用価値のいずれか高い方
の金額のことである。正味売却価額は資産又は資産グループの売却価額から売却処分見込額を
控除した金額のことである。使用価値は資産又は資産グループの継続的使用と使用後の処分に
よって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの割引現在価値のことである。なお，正味
売却価額には，観察可能な市場価格と観察可能でない市場価格がある。観察可能でない市場価
格とは，当該資産に対して中古市場がないとか，自社にとってその価格が入手困難であるとか
等の場合である。このような場合，例えば不動産については「不動産鑑定評価基準，その他の
資産についてはコスト・アプローチ(再調達原価)，マーケット・アプローチ(取引事例比較法)， 
及びインカム・アプローチ(収益還元法)を利用することが可能ということであるJ(r適用指
針」第28項参照)。以上から，回収可能価額の基礎となる正味売却価額と使用価値が重要であ
るということが分かる。回収可能価額とは，具体的には当該資産の正味売却価額か経済的残存
使周年数から獲得できる現金の総額，すなわち投下した資金の全回収可能価額をいう。このこ
とは取得原価回収・維持計算につながるものである。
正l味売却価額は客観的価値を有するものである。すなわち，この価額は.通常流通市場で実
際に売買される数値であるので，客観的数値として第三者にも保証されるからである。使用価
値は主倒的価値を有するものである。使用価値は外部の流通市場で客観的に決まるのではなく，
当該資産又は当該資産グループ自体が生み出す将来キャッシュ・フローから算定されるものだ
からである。資産概念の歴史観には，大きく 3つの流れの段階のものがある。 lつは財産価値
説， 2つは費用繰延説， 3つは潜在用役力説 (ServicePotential)である。財産価値説は資産
に担保価値や換金能力を有するものをいう。費用繰延説では，資産は将来収益を得るために費
用化するので.将来役立つ費用のかたまりであるという見方である。潜在用役力説は資産には，
潜在的に収益を生み出す能力が備わっているという見方である。それは資産から得られる将来
キャッシュ・フローを見積り，これを一定の割引率で割り号|いて得られる割引現在価値である。
財産価値説と費用繰延説が取得原価に基礎を置いているのに対して 潜在用役力説は現在価値
に基礎を置いている。しかし，それには代替的に従来は観察可能な現在の市場価格を用いてい
る。どのような資産概念が採用されるかは利害関係者の関心や数値把握の技術の進歩に負うと
ころが大きい。減損会計においては，条件付きまた部分的ではあるが真の意味の潜在用役説
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も採り入れられている。使用価傭(割引現在価値)がそれである。それは具体的には.事業用
固定資産，共用資産等に用いられる。しかし，この価値は測定する上で，その対象資産が一般
的に事業用固定資産のように長期にわたって使用されるので，そこから生じる将来キャッシュ・
フローが長期にわたる見積計算を基礎にせざるを得ないために，確実性に難点があることであ
る。つまり.この価値は主観性に依存しているということである。ただし，ここでは減損会計
が前提となっている使用価値説であることを忘れてはならない。つまり，この価値は一般的に
論述され，使用されている時価とは異なっているということである。上述したように，利害関
係者の関心等がその使用には関係してくるであろう。なお.先述のlつ目. 2つ目の資産概念
の見方にもここでは省略するが，欠点がある。
従来から，固定資産について生じた減失・破損には臨時損失が，機能的・経済的減価には臨
時償却費が，通常の減価には減価償却費の計上が認められていた。これらを混在する形で減損
会計が導入された。「意見書」は「固定資産の減損とは，資産の収益性の低下により投資額の
回収が見込めなくなった状態であり，減損処理とは，そのような場合に一定の条件下で回収可
能性を反映させるように帳簿価額を減額する会計処理であるJ(1意見書」三.3)と述べてい
る。減損会計がわが国に導入された理由は第lにパフ事ル崩壊による不動産価額の暴落，第2に
商品・製品開発スピードの鈍化.新商品・新製品の創造等の失敗に伴う事業用固定資産の投下
資本の回収能力低下の問題，第3に利害関係者に固定資産の有用繰越原価(ただし，減価部分
のみ)を知らしめるためである。欧米では有用繰越原価説は採られていない。
今後は，減損会計に関しでは上述の第2の問題が震要になってくると考えられる。製造ライ
ン(事業用固定資産)が目標とする収益額をあげるために，順調に稼働していれば，将来キャッ
シュ・フローの獲得は守られていることになる。製造ラインの収益性の低下，例えば自企業の
商品・製品開発のスピードの鈍化，新商品・新製品の創造等の失敗によって生じる将来キャッ
シュ・フロー獲得能力の低下が減損会計を生じさせることになる。また，製造ラインの収益性
還元価値の問題は決算時の棚卸資産の売上原価.実地棚卸による減価分，品質低下による減価
分，陳腐化による減価分，時価の低価による減価分と密接に関連している。割引現在価値(将
来キャッシュ・フロー・割引率)の算定方法については，経済学的・数学的にさらに研究され，
会計学に生かされるべきである。
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